
新庁舎整備等に伴う総合振興計画基本計画改定素案（案）新旧対照表 

総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

第１部 新たな都市づくりに向けて 

第３章 将来都市構造 

第１節 将来都市構造の基本的な考え方 

ここでは、「上質な生活都市」「東日本の中枢都市」という２つの将来都市像の

実現に向けて、本市が目指すべき都市空間の骨格である「将来都市構造」を示し

ます。 

１ さいたま市の現状と課題 

（１）都市づくりの現状 

本市は、北関東地方、東北地方、上信越・北陸地方及び北海道から首都圏への

玄関口に位置し、新幹線６路線を始め、ＪＲ・私鉄各線が集まる交通結節点とな

っており、東北自動車道等の高速道路等の優れた交通利便性を有するとともに、

首都圏有数の自然資源として、中央部には見沼田圃、西部には荒川、東部には元

荒川などがあり、様々な生物が生息する緑地や水辺などの豊かな自然にも恵まれ

ています。 

さらに、武蔵一宮氷川神社の門前町、中山道や日光御成道の宿場町、岩槻藩の

城下町として古くから繁栄し、明治期以降も埼玉県の行政・商業・業務の中心地

の役割を担いつつ、同時に、東京に近接した生活都市としても発展してきた本市

には、盆栽や人形づくり、サッカーなどを始めとする多様な地域資源がありま

す。 

これらを踏まえ、本市では、様々な都市機能が集積する市街地と自然環境がバ

ランスよく配置された都市構造の形成による、地域の特性を生かした都市づくり

を進めてきました。 

近年は、首都圏広域地方計画において、「大宮」が「東日本の対流拠点」に位

置付けられたことから、ヒト・モノ・情報が集まる東日本のネットワークの結節

点としての連携・交流機能の集積・強化等が求められています。 

 

 

（２）今後の課題 

本市は、既に超高齢社会を迎えており、今後、更なる高齢化の進行が見込まれ

ます。また、平成 27（2015）年国勢調査の人口等に基づく将来人口推計では、令

和 12（2030）年頃をピークに持続的な人口減少局面を迎えると予測されていま

す。 

そのような中で、住宅や商業、行政サービスなどの市民生活に必要な都市機能

が拡散・散在した場合、中心市街地が衰退し、日常生活におけるアクセスの面で

利便性が低下するおそれがあります。 

また、市街地が拡大することにより、行政コストの増大を招き、財政状況を悪化

させることが懸念されます。 

 

第１部 新たな都市づくりに向けて 

第３章 将来都市構造 

第１節 将来都市構造の基本的な考え方 

ここでは、「上質な生活都市」「東日本の中枢都市」という２つの将来都市像の

実現に向けて、本市が目指すべき都市空間の骨格である「将来都市構造」を示し

ます。 

１ さいたま市の現状と課題 

（１）都市づくりの現状 

本市は、北関東地方、東北地方、上信越・北陸地方及び北海道から首都圏への

玄関口に位置し、新幹線６路線を始め、ＪＲ・私鉄各線が集まる交通結節点とな

っており、東北自動車道等の高速道路等の優れた交通利便性を有するとともに、

首都圏有数の自然資源として、中央部には見沼田圃、西部には荒川、東部には元

荒川などがあり、様々な生物が生息する緑地や水辺などの豊かな自然にも恵まれ

ています。 

さらに、武蔵一宮氷川神社の門前町、中山道や日光御成道の宿場町、岩槻藩の

城下町として古くから繁栄し、明治期以降も埼玉県の行政・商業・業務の中心地

の役割を担いつつ、同時に、東京に近接した生活都市としても発展してきた本市

には、盆栽や人形づくり、サッカーなどを始めとする多様な地域資源がありま 

す。 

これらを踏まえ、本市では、様々な都市機能が集積する市街地と自然環境がバ

ランスよく配置された都市構造の形成による、地域の特性を生かした都市づくり

を進めてきました。 

近年は、首都圏広域地方計画において、「大宮」が「東日本の対流拠点」に位

置付けられたことから、ヒト・モノ・情報が集まる東日本のネットワークの結節

点としての連携・交流機能の集積・強化等が求められています。また、本市誕生

の象徴であり、市の中心に位置するさいたま新都心に都市経営の拠点である本庁

舎を移転整備することが決定し、本市全体の更なる発展が期待されます。 

（２）今後の課題 

本市は、既に超高齢社会を迎えており、今後、更なる高齢化の進行が見込まれ

ます。また、平成 27（2015）年国勢調査の人口等に基づく将来人口推計では、令

和 12（2030）年頃をピークに持続的な人口減少局面を迎えると予測されていま

す。 

そのような中で、住宅や商業、行政サービスなどの市民生活に必要な都市機能

が拡散・散在した場合、中心市街地が衰退し、日常生活におけるアクセスの面で

利便性が低下するおそれがあります。 

また、市街地が拡大することにより、行政コストの増大を招き、財政状況を悪化

させることが懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→本庁舎移転整備の決定を踏まえて

追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

２ 目指す将来都市構造 

本市のまちづくりにおける現状と課題を踏まえ、次に掲げる将来都市構造を目

指します。 

都市機能の集積や豊かな自然環境との共生などにより、質の高い市民生活を

支え、多彩な交流を生み出す、「水と緑に囲まれたコンパクト＋ネットワーク

型の都市構造」 

 

３ 将来都市構造の実現に向けて 

地域の特性を生かした都市づくりを進める中で、都市機能を集積するととも

に、引き続き、市街地の拡大を抑制しつつ、河川や緑地等の豊かな自然環境の保

全・活用に取り組むことで、市街地と自然環境がバランスよく配置された都市構

造を維持していきます。 

都市づくりに当たっては、市街地における必要な都市機能の集積を図るととも

に、これまでに都市基盤の整備を進めてきた地域等においては、まちづくりの主

体となる住民・事業主・地権者等の多様な関係者と連携・協働し、エリアマネジ

メントの取組や公共施設・公有地の活用などにより、既存のストックを生かし

「そだてる」（魅力・価値を向上させる）取組を推進していきます。 

また、拠点となる市街地間をネットワークで接続することなどにより、市民生

活に必要な機能を公共交通機関や自転車、徒歩による移動で享受できる生活環境

を創出していきます。さらに、東日本地域の各都市等との広域的なネットワーク

を強化することにより、各地からヒト・モノ・情報が集まり対流する、東日本の

中枢としての地位の確立を目指します。 

第２節 将来都市構造を構成する要素 

（１）都市機能の集積を促進する拠点 

本市においては、利便性の高い鉄道沿線を中心に市街地が形成されており、特

に鉄道駅周辺には、市民生活に必要な機能が集積しています。 

これらの地区については、引き続き都市機能を集積する「拠点」として位置付

け、各種機能の集積を促進するとともに、集積した機能を活用し、拠点の魅力を

高めていきます。 

① 都心 

大宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区と浦和駅周辺地区を本市の２つの「都心」

と位置付けます。この２つの「都心」は、本市の顔として、良好な住環境に配慮

しつつ、幹線道路網や公共交通機関の利便性を生かしながら、商業・業務機能等

の高次な都市機能を集積し、広域的な都市活動や市民生活の拠点としての役割を

担います。 

また、２つの都心を包含する区域を「中心市街地」と位置付けます。「中心市

街地」は、都心間の連携の強化、広域的な都市機能と都市型住宅を誘導するとと

もに、新たな産業の振興、多様な人々の交流の活性化を図る拠点としての役割を

２ 目指す将来都市構造 

本市のまちづくりにおける現状と課題を踏まえ、次に掲げる将来都市構造を目

指します。 

都市機能の集積や豊かな自然環境との共生などにより、質の高い市民生活を

支え、多彩な交流を生み出す、「水と緑に囲まれたコンパクト＋ネットワーク

型の都市構造」 

 

 

３ 将来都市構造の実現に向けて 

地域の特性を生かした都市づくりを進める中で、都市機能を集積するととも

に、引き続き、市街地の拡大を抑制しつつ、河川や緑地等の豊かな自然環境の保

全・活用に取り組むことで、市街地と自然環境がバランスよく配置された都市構

造を維持していきます。 

都市づくりに当たっては、市街地における必要な都市機能の集積を図るととも

に、これまでに都市基盤の整備を進めてきた地域等においては、まちづくりの主

体となる住民・事業主・地権者等の多様な関係者と連携・協働し、エリアマネジ

メントの取組や公共施設・公有地の活用などにより、既存のストックを生かし「そ

だてる」（魅力・価値を向上させる）取組を推進していきます。 

また、拠点となる市街地間をネットワークで接続することなどにより、市民生

活に必要な機能を公共交通機関や自転車、徒歩による移動で享受できる生活環境

を創出していきます。さらに、東日本地域の各都市等との広域的なネットワーク

を強化することにより、各地からヒト・モノ・情報が集まり対流する、東日本の

中枢としての地位の確立を目指します。 

第２節 将来都市構造を構成する要素 

（１）都市機能の集積を促進する拠点 

本市においては、利便性の高い鉄道沿線を中心に市街地が形成されており、特

に鉄道駅周辺には、市民生活に必要な機能が集積しています。 

これらの地区については、引き続き都市機能を集積する「拠点」として位置付

け、各種機能の集積を促進するとともに、集積した機能を活用し、拠点の魅力を

高めていきます。 

① 都心 

大宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区と浦和駅周辺地区を本市の２つの「都心」

と位置付けます。この２つの「都心」は、本市の顔として、良好な住環境に配慮

しつつ、幹線道路網や公共交通機関の利便性を生かしながら、商業・業務機能等

の高次な都市機能を集積し、広域的な都市活動や市民生活の拠点としての役割を

担います。 

２都心がそれぞれの特徴や強みを生かすことで両地区の機能分担を図るとと

もに、都心間の連携を強化することで、東日本の中枢都市の顔となる魅力と活力

を備えた拠点形成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→２つの都心のあり方として、それぞ

れの特徴や強みを生かした両地区の

機能分担による一体的な発展を図る

ことを追記 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

担います。 

 

 

 

《大宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区》 

地 区 の 現

状・特性・地

域資源等 

首都圏広域地方計画において、本市の「大宮」は、「東日本

の玄関口機能を果たし、スーパー・メガリージョンを支える対

流拠点」として位置付けられ、ヒト・モノ・情報が集まる東日

本のネットワークの結節点として連携・交流機能の集積・強化

を図るとともに、自然災害に強いという立地特性を生かして、

災害時における首都圏のバックアップ拠点機能の強化を図る

ことが求められています。 

また、都市再生緊急整備地域として、都市開発事業等を通じ

て緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域に指定さ

れています。 

地区内やその周辺には、武蔵一宮氷川神社や大宮公園、見沼

田圃といった歴史文化資源や自然資源があり、氷川参道の歩

行者専用化の推進など、それらの保全・活用に向けた取組を進

めています。 

様々な主体と連携してまちづくりを推進することを目的と

して設置された、「アーバンデザインセンター大宮（ＵＤＣ

Ｏ）」では、「産＋官＋学＋民」の連携によるまちづくりが進め

られています。 

 

目指す方向

性 

大宮駅周辺地区においては、広域的な商業・業務機能や交流

機能、さいたま新都心周辺地区では広域行政機能、業務機能、

文化機能、交流機能等の機能集積を進め、両地区の連携を深め

つつ一体的な都心としての形成を進めます。 

また、東日本、ひいては国際社会との交流のための結節点と

なる東日本の対流拠点としての役割を果たし、“ヒト・モノ・

情報が集まり、新たな価値を生み出す都心地区”の形成を目指

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、２つの都心を包含する区域を「中心市街地」と位置付けます。「中心市

街地」は、都心間の連携の強化、広域的な都市機能と都市型住宅を誘導するとと

もに、新たな産業の振興、多様な人々の交流の活性化を図る拠点としての役割を

担います。 

《大宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区》 

地 区 の 現

状・特性・地

域資源等 

首都圏広域地方計画において、本市の「大宮」は、「東日本

の玄関口機能を果たし、スーパー・メガリージョンを支える対

流拠点」として位置付けられ、ヒト・モノ・情報が集まる東日

本のネットワークの結節点として連携・交流機能の集積・強化

を図るとともに、自然災害に強いという立地特性を生かして、

災害時における首都圏のバックアップ拠点機能の強化を図る

ことが求められています。 

また、都市再生緊急整備地域として、都市開発事業等を通じ

て緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域に指定さ

れています。 

地区内やその周辺には、武蔵一宮氷川神社や大宮公園、見沼

田圃といった歴史文化資源や自然資源があり、氷川参道の歩

行者専用化の推進など、それらの保全・活用に向けた取組を進

めています。また、本庁舎の移転整備に合わせて、周辺の周辺

施設と連携したまちづくりに取り組む必要があります。 

様々な主体と連携してまちづくりを推進することを目的と

して設置された、「アーバンデザインセンター大宮（ＵＤＣ

Ｏ）」では、「産＋官＋学＋民」の連携によるまちづくりが進め

られています。 

目指す方向

性 

大宮駅周辺地区においては、広域的な商業・業務機能や交流

機能、さいたま新都心周辺地区では広域行政機能、業務機能、

文化機能、交流機能等の機能集積を進めます。その上で、両地

区の中間エリアのまちづくりや居心地が良く歩きたくなる街

なかの創出などに併せて取り組むことで、両地区の連携を深

めつつ一体的な都心としての形成を進めます。 

また、歴史文化資源や氷川の杜などのみどりを生かした都

市空間の形成を進めるとともに、新幹線と高速道路のネット

ワークが結節する広域交通拠点を形成することで、東日本、ひ

いては国際社会との交流のための結節点となる東日本の対流

拠点としての役割を果たし、国内外から“ヒト・モノ・情報が

集まり、新たな価値を生み出す都心地区”の形成を目指しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→本庁舎移転整備の決定を踏まえて

追記 

 

 

 

 

→新庁舎整備を契機に、大宮駅とさい

たま新都心駅の中間エリアにおける

まちづくりや、歩きたくなる街なかの

創出について追記 

 

→歴史文化資源や緑を生かした都市

空間の形成に取り組むことや、大宮駅

周辺・さいたま新都心周辺地区が、新

幹線ネットワークと高速道路ネット

ワークが結節する広域交通拠点とし

ての役割を担っていくことを追記 

 

→国内外から人を呼び込む視点を追

記 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

《浦和駅周辺地区》 

地 区 の 現

状・特性・地

域資源等 

県の行政の中心地であるほか、商業・業務機能、教育・文化

機能が集積しています。 

一方で、駅周辺には老朽化の進んでいる建築物もあり、今後

それらの機能の更新等を図る必要があります。 

平成 25（2013）年３月には、湘南新宿ラインの浦和駅停車

の実現により、交通アクセスの向上が図られました。 

さらに、浦和駅東西連絡通路や浦和駅中ノ島地下通路の開

通などにより、歩行者の回遊性も高まっており、都心としての

にぎわいの創出のため、更なる交通結節機能及び回遊性の向

上が求められています。 

古くは門前町、宿場町として栄えた歴史があり、地区内やそ

の周辺には、玉蔵院や調神社といった歴史文化資源がありま

す。 

 

 

 

目指す方向

性 

行政機能を担うとともに、商業・業務機能や文化機能を中心

とした機能の集積を図り、都心としての形成を進めます。 

また、駅周辺における商業機能・文化機能等の集積強化・再

形成や回遊性の向上などによるにぎわいの創出と、歴史文化

資源や「県都」「文教都市」といったイメージを生かした、“洗

練された伝統と感性豊かな文化が息づく、風格で魅了する都

心地区”の形成を目指します。 

 

 

② 副都心 

日進・宮原地区、武蔵浦和地区、美園地区及び岩槻駅周辺地区の４地区を「副

都心」と位置付けます。「副都心」は、地域の特性を生かした都市機能を有し、

都心や副都心間で連携しつつ、一定規模の都市的サービスを享受できる、都心に

次ぐ都市活動や市民生活の拠点として、都心を補完する役割を担います。 

《日進・宮原地区》 

（略） 

③地域生活拠点 

 都心、副都心以外の鉄道駅周辺を「地域生活拠点」と位置付けます。「地域生

活拠点」は、商業・サービス機能を主とする日常生活を支える機能を有し、地

域における市民生活の拠点としての役割を担います。 

 

 

《浦和駅周辺地区》 

地 区 の 現

状・特性・地

域資源等 

県の行政の中心地であるほか、商業・業務機能、教育・文化

機能が集積しています。 

一方で、駅周辺には老朽化の進んでいる建築物もあり、今後

それらの機能の更新等を図る必要があります。また、現庁舎跡

地本庁舎移転整備後の現庁舎地や市民会館うらわ跡地など、

公共施設の建替え等に合わせた都市機能の再編・適正配置を

行っていく必要があります。 

平成 25（2013）年３月には、湘南新宿ラインの浦和駅停車

の実現により、交通アクセスの向上が図られました。 

さらに、浦和駅東西連絡通路や浦和駅中ノ島地下通路の開

通などにより、歩行者の回遊性も高まっており、都心としての

にぎわいの創出のため、更なる交通結節機能及び回遊性の向

上が求められています。 

古くは門前町、宿場町として栄えた歴史があり、地区内やそ

の周辺には、玉蔵院や調神社といった歴史文化資源がありま

す。 

目指す方向

性 

行政機能を担うとともに、商業・業務機能、教育・文化機能

を中心とした機能の集積強化・再形成を図り、都心としての形

成を進めます。 

また、浦和を象徴する文化・教育・スポーツといった魅力・

個性を磨き上げ、駅周辺の回遊性の向上などによるにぎわい

の創出と歴史文化資源の保全・活用との両立を図ることで、

「県都」「文教都市」といったイメージを生かした、“洗練され

た伝統と感性豊かな文化が息づく、風格で魅了する都心地区”

の形成を目指します。 

② 副都心 

日進・宮原地区、武蔵浦和地区、美園地区及び岩槻駅周辺地区の４地区を「副

都心」と位置付けます。「副都心」は、地域の特性を生かした都市機能を有し、

都心や副都心間で連携しつつ、一定規模の都市的サービスを享受できる、都心に

次ぐ都市活動や市民生活の拠点として、都心を補完する役割を担います。 

《日進・宮原地区》 

（略） 

③地域生活拠点 

 都心、副都心以外の鉄道駅周辺を「地域生活拠点」と位置付けます。「地域生

活拠点」は、商業・サービス機能を主とする日常生活を支える機能を有し、地

域における市民生活の拠点としての役割を担います。 

 

 

 

 

 

→本庁舎移転整備の決定を踏まえて

追記 

 

 

 

 

 

 

 

→現庁舎地のある浦和駅周辺地区に

おいては、本庁舎の移転整備を契機

に、商業・業務、教育・文化などの機

能の集積強化・再形成や浦和の魅力・

個性を生かしたまちづくりに取り組

むことや、にぎわいの創出と歴史文化

資源の保全・活用の両立を図ることを

追記 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

 

④地域活動拠点 

 区役所周辺を「地域活動拠点」と位置付けます。「地域活動拠点」は、区役所

との併設等により文化・交流を主とする地域コミュニティをはぐくむための機

能を有し、地域における市民活動の拠点としての役割を担います。 

⑤産業集積拠点 

既存の工業団地やその他の拠点以外の交通利便性などに優れた地区を「産業

集積拠点」と位置付け、製造業や流通業等の産業機能を集積します。「産業集積

拠点」は、業務機能の主な集積拠点にもなる都心や副都心以外の企業活動の拠

点としての役割を担います。 

（２）広域的なネットワークの形成を支える都市軸 

首都圏広域地方計画において東日本の対流拠点と位置付けられ、「東日本の中

枢都市」を目指す本市の都市構造は、東日本や首都圏といった広域的視点の中で

とらえる必要があります。 

首都圏では、東京を中心とする放射状の軸に沿って都市機能が集積しており、

本市においても東京と北関東地方、東北地方、上信越・北陸地方及び北海道とを

結ぶ南北方向の道路・鉄道に沿って機能集積が進んでいます。また、スーパー・

メガリージョンの形成に向けた首都圏と東北圏、北陸圏、北海道との連携・融合

のためのネットワークの結節点としての役割が求められています。 

東京都心部の近郊の地域においては、本市のほか、横浜市・川崎市、町田市・

相模原市、八王子市・立川市・多摩市、柏市、千葉市など、東京都心部から環状

の方向に拠点的な都市が帯状に連たんしています。これらの拠点的な都市の育

成・整備を図るとともに、相互の連携を強化し、東京都心部との適切な機能分担

を推進することにより、特に災害時における東京への一極集中のリスクを軽減す

ることが求められています。 

これらのことから、広域的な幹線道路や鉄道に沿って、本市の都心・副都心と

東京都心部、北関東地方、東北地方、上信越・北陸地方及び北海道を結ぶ南北方

向の軸を「南北都市軸」、東京都心部から環状方向に位置する拠点的な都市と本

市を結ぶ東西方向の軸を「東西連携軸」と位置付けます。 

① 南北都市軸 

南北都市軸は、本市の主軸と位置付け、その機能を強化し、軸上の都市機能の

高度化を進めることで、本市の都心・副都心と東京都心部、北関東地方、東北地

方、上信越・北陸地方及び北海道との連携、市内の拠点間の連携を強化していき

ます。 

② 東西連携軸 

東西連携軸は、広域的には、東京都心部から環状方向に位置する拠点的な都市

との連携を促進する機能を有し、南北都市軸との相乗効果によって、東京都心部

からの機能分散の受け皿として都市機能の集積と機能の高度化を誘導する役割

を担います。 

 

④地域活動拠点 

 区役所周辺を「地域活動拠点」と位置付けます。「地域活動拠点」は、区役所

との併設等により文化・交流を主とする地域コミュニティをはぐくむための機

能を有し、地域における市民活動の拠点としての役割を担います。 

⑤産業集積拠点 

既存の工業団地やその他の拠点以外の交通利便性などに優れた地区を「産業集

積拠点」と位置付け、製造業や流通業等の産業機能を集積します。「産業集積拠

点」は、業務機能の主な集積拠点にもなる都心や副都心以外の企業活動の拠点と

しての役割を担います。 

（２）広域的なネットワークの形成を支える都市軸 

首都圏広域地方計画において東日本の対流拠点と位置付けられ、「東日本の中

枢都市」を目指す本市の都市構造は、東日本や首都圏といった広域的視点の中で

とらえる必要があります。 

首都圏では、東京を中心とする放射状の軸に沿って都市機能が集積しており、

本市においても東京と北関東地方、東北地方、上信越・北陸地方及び北海道とを

結ぶ南北方向の道路・鉄道に沿って機能集積が進んでいます。また、スーパー・

メガリージョンの形成に向けた首都圏と東北圏、北陸圏、北海道との連携・融合

のためのネットワークの結節点としての役割が求められています。 

東京都心部の近郊の地域においては、本市のほか、横浜市・川崎市、町田市・

相模原市、八王子市・立川市・多摩市、柏市、千葉市など、東京都心部から環状

の方向に拠点的な都市が帯状に連たんしています。これらの拠点的な都市の育

成・整備を図るとともに、相互の連携を強化し、東京都心部との適切な機能分担

を推進することにより、特に災害時における東京への一極集中のリスクを軽減す

ることが求められています。 

これらのことから、広域的な幹線道路や鉄道に沿って、本市の都心・副都心と

東京都心部、北関東地方、東北地方、上信越・北陸地方及び北海道を結ぶ南北方

向の軸を「南北都市軸」、東京都心部から環状方向に位置する拠点的な都市と本

市を結ぶ東西方向の軸を「東西連携軸」と位置付けます。 

① 南北都市軸 

南北都市軸は、本市の主軸と位置付け、その機能を強化し、軸上の都市機能の

高度化を進めることで、本市の都心・副都心と東京都心部、北関東地方、東北地

方、上信越・北陸地方及び北海道との連携、市内の拠点間の連携を強化していき

ます。 

② 東西連携軸 

東西連携軸は、広域的には、東京都心部から環状方向に位置する拠点的な都市

との連携を促進する機能を有し、南北都市軸との相乗効果によって、東京都心部

からの機能分散の受け皿として都市機能の集積と機能の高度化を誘導する役割

を担います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→市内における定時性・速達性につい

て追記 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

市内においては、拠点間の連携を図りつつ、市域の東西に広がる市街地を結び、

市民の交流・連携を促進する役割を担います。 

 

 

 

 

（３）水と緑のネットワークの骨格 

本市は、市街地が河川と緑地に挟まれた構造となっており、市民は、都市生活

を享受しつつ、身近に自然に親しみながら暮らすことができます。 

市内を流れる河川と河川沿いの低地に広がる農地は、本市の貴重な環境資産で

あり、都市構造上の重要構成要素として位置付け、河川沿いの低地帯に緑地を維

持し、将来的にも市街地と自然環境がバランスよく配置された都市構造を維持し

ていくこととします。 

見沼田圃や荒川、元荒川沿いを本市における「緑のシンボル軸」として位置付

け、この軸を中心として、主要な河川、街路樹、斜面林等の樹林地、市内に点在

する公園等の保全・活用を進めながら、市全域にわたる「水と緑のネットワーク」

を形成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 土地利用の基本方針 

土地利用に関する基本的な考え方 

鉄道等の公共交通の利便性の高い市街地において、集約的な土地利用を図るこ

とを優先するとともに、市街地を取り巻く地域における自然的土地利用を維持・

保全し、原則、新たな市街地の拡大を抑制しながら、都市的土地利用と自然的土

地利用の調和を実現していきます。 

市内においては、拠点間の連携と定時性・速達性の確保を図りつつ、市域の東

西に広がる市街地を結び、市民の交流・連携の促進と市内各地の生活利便性の向

上を図る役割を担います。 

２つの東西連携軸の間に、新たな東西連携軸を形成し、ネットワークの代替性

や多重性の確保を図ることで、災害時における機能・安全性を強化するとともに、

市内の各拠点と東日本や首都圏の各都市との連携を強化していきます。 

（３）水と緑のネットワークの骨格 

本市は、市街地が河川と緑地に挟まれた構造となっており、市民は、都市生活

を享受しつつ、身近に自然に親しみながら暮らすことができます。 

市内を流れる河川と河川沿いの低地に広がる農地は、本市の貴重な環境資産で

あり、都市構造上の重要構成要素として位置付け、河川沿いの低地帯に緑地を維

持し、将来的にも市街地と自然環境がバランスよく配置された都市構造を維持し

ていくこととします。 

見沼田圃や荒川、元荒川沿いを本市における「緑のシンボル軸」として位置付

け、この軸を中心として、主要な河川、街路樹、斜面林等の樹林地、市内に点在

する公園等の保全・活用を進めるとともに、都心部においては、見沼田圃との近

接性を生かした都市空間を形成することで、市全域にわたる「水と緑のネットワ

ーク」を形成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 土地利用の基本方針 

土地利用に関する基本的な考え方 

鉄道等の公共交通の利便性の高い市街地において、集約的な土地利用を図るこ

とを優先するとともに、市街地を取り巻く地域における自然的土地利用を維持・

保全し、原則、新たな市街地の拡大を抑制しながら、都市的土地利用と自然的土

地利用の調和を実現していきます。 

 

 

→新たな東西連携軸の形成による災

害時における機能・安全性の強化や、

東日本・首都圏各都市との連携強化に

ついて追記 

 

 

 

 

 

 

→見沼田圃等の緑空間と都心の近接

性を生かした緑のネットワーク形成

について追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画書 P.44 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

（１）都市的土地利用に関する方針 

南北方向の鉄道に沿って密度の高い土地利用を促進するとともに、鉄道駅周辺

の地域（駅勢圏）においては、都心、副都心等の拠点の位置付けに応じて、中高

層の集合住宅や商業・サービス機能等が調和した土地利用を促進し、様々な都市

機能の集積を図ります。 

駅勢圏の外縁では、戸建住宅と中層の集合住宅を、駅勢圏外においては戸建住

宅と低層の集合住宅を主体とした土地利用を促進し、ゆとりある良好な住環境の

創出を目指すとともに、防災面や環境面に配慮した利便性の高い市街地の形成を

進めます。 

 

 

（２）自然的土地利用に関する方針 

市街地を取り巻く緑地や水辺空間、農地等の豊かな自然環境と居住空間が調和し

た地区においては、自然環境の保全と農業の振興を基調としながら、「水と緑の

ネットワーク」の骨格の形成、また、市民生活に安らぎと潤いを提供する空間と

して、その活用・創造を図ります。 

 

（１）都市的土地利用に関する方針 

南北方向の鉄道に沿って密度の高い土地利用を促進するとともに、鉄道駅周辺

の地域（駅勢圏）においては、都心、副都心等の拠点の位置付けに応じて、中高

層の集合住宅や商業・サービス機能等が調和した土地利用を促進し、様々な都市

機能の集積を図ります。なお、地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）の延伸に伴って、

中間駅を中心に新しい市街地形成を進める際には、豊かな自然環境との共生を図

りながら、都市的土地利用への転換を進めます。 

駅勢圏の外縁では、戸建住宅と中層の集合住宅を、駅勢圏外においては戸建住

宅と低層の集合住宅を主体とした土地利用を促進し、ゆとりある良好な住環境の

創出を目指すとともに、防災面や環境面に配慮した利便性の高い市街地の形成を

進めます。 

（２）自然的土地利用に関する方針 

市街地を取り巻く緑地や水辺空間、農地等の豊かな自然環境と居住空間が調和

した地区においては、自然環境の保全と農業の振興を基調としながら、「水と緑

のネットワーク」の骨格の形成、また、市民生活に安らぎと潤いを提供する空間

として、その活用・創造を図ります。 

 

 

 

→地下鉄７号線中間駅周辺のまちづ

くりにあたっての都市的土地利用に

ついて追記 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

第２部 計画の構成と推進 

第３章 重点戦略 

重点戦略１ 「さいたま」の５つの魅力を生かして、成長・発展する戦略 

戦術５ ヒト・モノ・情報を呼び込み、東日本の未来を創る対流拠点都市の創造 

目指す方向性 

新幹線６路線等が乗り入れる「東日本の玄関口」である大宮駅を有する本市の

拠点性を生かして、東日本の対流拠点都市としての都市基盤の整備や多様で高次

な都市機能の集積、広域的な交通網の強化、対流拠点機能の集積強化等を進める

とともに、大学等との連携による成長分野におけるイノベーション創出支援や企

業誘致の促進により、産業力を強化し、本市及び東日本全体としての経済の活性

化を目指します。 

また、大規模な自然災害の危険性が比較的低いと考えられ、「さいたま新都心」

付近が国の緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の進出拠点に位置付けるとされた

ことから、広域的な防災拠点としての機能強化を図り、災害時の首都機能をバッ

クアップする拠点機能を有する都市の実現を目指します。 

 

◆重点ポイント（主な重点化の視点） 

◆国際的な結節機能の充実 

  ・東日本の対流拠点都市にふさわしい都市機能の導入 

・広域的な鉄道や道路網の強化 

◆対流拠点機能の集積強化 

・東日本の「ヒト・モノ・情報」の交流、発信  

・「さいたま市ブランド」の育成とにぎわいの創出 

・ＭＩＣＥの推進 

◆強い産業力の創出 

  ・企業の立地促進 

・国内外における産学官金連携によるイノベーションの創出 

・創業支援の充実 

◆広域防災拠点機能の強化 

  ・広域防災拠点の整備 

 

 

 

第２部 計画の構成と推進 

第３章 重点戦略 

重点戦略１ 「さいたま」の５つの魅力を生かして、成長・発展する戦略 

戦術５ ヒト・モノ・情報を呼び込み、東日本の未来を創る対流拠点都市の創造 

目指す方向性 

新幹線６路線等が乗り入れる「東日本の玄関口」である大宮駅を有する本市の

拠点性を生かして、東日本の対流拠点都市としての都市基盤の整備や多様で高次

な都市機能の集積、広域的な交通網の強化、対流拠点機能の集積強化等を進める

とともに、大学等との連携による成長分野におけるイノベーション創出支援や企

業誘致の促進により、産業力を強化し、本市及び東日本全体としての経済の活性

化を目指します。 

また、大規模な自然災害の危険性が比較的低いと考えられ、「さいたま新都心」

付近が国の緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の進出拠点に位置付けるとされた

ことや、広域的な支援・受援を可能とする新庁舎を整備することから、広域的な

防災拠点としての機能強化を図り、災害時の首都機能をバックアップする拠点機

能を有する都市の実現を目指します。 

◆重点ポイント（主な重点化の視点） 

◆国際的な結節機能の充実 

  ・東日本の対流拠点都市にふさわしい都市機能の導入 

・広域的な鉄道や道路網の強化 

◆対流拠点機能の集積強化 

・東日本の「ヒト・モノ・情報」の交流、発信  

・「さいたま市ブランド」の育成とにぎわいの創出 

・ＭＩＣＥの推進 

◆強い産業力の創出 

  ・企業の立地促進 

・国内外における産学官金連携によるイノベーションの創出 

・創業支援の充実 

◆広域防災拠点機能の強化 

  ・広域防災拠点の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→新庁舎整備による防災拠点とし

ての機能強化について追記 

 

 

計画書 P.97 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

第３部 各分野の政策と施策 

第９章 都市インフラ 

第１節 人を呼び込み交流を促す都市インフラ 

【現状と課題】 

＊ 今後、人口減少・高齢化の進行が予測される中、都市機能が無秩序に薄く

拡散すれば、高齢者の利便性の低下や既存ストックにかかる維持管理費の増

大など、様々な問題が生じるおそれがあります。 

＊ このため、都市機能の集約化を図るとともに、地域特性を踏まえながら、

にぎわいと交流を有する魅力的な都市空間の形成に取り組むことが必要で

す。 

＊ 本市は、鉄道４事業者 33 駅を抱えており、なかでも東北・上越・北陸新幹

線を始め、ＪＲ・私鉄各線が集結する大宮駅は、東日本の交通の要衝である

とともに、全国でも有数のターミナル駅となっています。また、東北自動車

道、東京外環自動車道、国道 16 号、国道 17号、国道 17 号新大宮バイパス、

国道 17 号上尾道路、国道 298 号、国道 122 号、国道 463 号、首都高速道路

等の幹線道路網も充実しています。 

 

 

＊ しかしながら、鉄道を中心に通勤・通学時間帯では混雑が激しく、また、

主要幹線道路や鉄道駅周辺で交通混雑が発生し、バスは定時性・速達性の低

下などが生じており、交通網や交通アクセスの強化、利便性の向上を図る必

要があります。 

＊ その一方で、今後更に財政を取り巻く環境が厳しさを増すことが懸念され

る中、道路整備を着実に進めるためには、必要な道路を厳選し、効果の高い

ものから優先的に整備するなど、財政規模と連動して計画的に整備を進める

必要があります。 

＊ 大宮駅周辺地区については、これまで様々な都市機能を集積してきている

一方で、オフィスを始めとした業務機能等が不足しています。また、慢性的

な交通渋滞の発生、低・未利用地の点在などの課題があります。そのため、

「大宮駅グランドセントラルステーション化構想」等を踏まえ、商業・業務・

都心居住等の都市機能の充実や大宮駅を中心とした交通結節機能の強化、歩

行者ネットワークの形成による回遊性の強化等を推進し、本市の都心として

の拠点性や防災性の向上を図る必要があります。 

＊ さいたま新都心周辺地区については、これまでに都市基盤が整備され、国

の広域行政機能など様々な都市機能が集積しているものの、更なる土地活用

の充実・強化を図るといった課題があります。そのため、平成 26（2014）年

３月に策定した「さいたま新都心将来ビジョン」に基づき、適正な土地利用

転換と活用を促進するとともに、本市の都心としての魅力あるまちづくりを

第３部 各分野の政策と施策 

第９章 都市インフラ 

第１節 人を呼び込み交流を促す都市インフラ 

【現状と課題】 

＊ 今後、人口減少・高齢化の進行が予測される中、都市機能が無秩序に薄く

拡散すれば、高齢者の利便性の低下や既存ストックにかかる維持管理費の増

大など、様々な問題が生じるおそれがあります。 

＊ このため、都市機能の集約化を図るとともに、地域特性を踏まえながら、

にぎわいと交流を有する魅力的な都市空間の形成に取り組むことが必要で

す。 

＊ 本市は、鉄道４事業者 33 駅を抱えており、なかでも東北・上越・北陸新幹

線を始め、ＪＲ・私鉄各線が集結する大宮駅は、東日本の交通の要衝である

とともに、全国でも有数のターミナル駅となっています。また、東北自動車

道、東京外環自動車道、国道 16 号、国道 17 号、国道 17 号新大宮バイパス、

国道 17 号上尾道路、国道 298 号、国道 122 号、国道 463 号、首都高速道路

等の幹線道路網も充実しています。また、新大宮上尾道路の整備や核都市広

域幹線道路の検討など、広域道路ネットワークの形成により、一層の幹線道

路網の充実が期待されます。 

＊ しかしながら、鉄道を中心に通勤・通学時間帯では混雑が激しく、また、

主要幹線道路や鉄道駅周辺で交通混雑が発生し、バスは定時性・速達性の低

下などが生じており、交通網や交通アクセスの強化、利便性の向上を図る必

要があります。 

＊ その一方で、今後更に財政を取り巻く環境が厳しさを増すことが懸念され

る中、道路整備を着実に進めるためには、必要な道路を厳選し、効果の高い

ものから優先的に整備するなど、財政規模と連動して計画的に整備を進める

必要があります。 

＊ 大宮駅周辺地区については、これまで様々な都市機能を集積してきている

一方で、オフィスを始めとした業務機能等が不足しています。また、慢性的

な交通渋滞の発生、低・未利用地の点在などの課題があります。そのため、

「大宮駅グランドセントラルステーション化構想」や「（仮称）バスタ大宮」

等を踏まえ、商業・業務・都心居住等の都市機能の充実や大宮駅を中心とし

た交通結節機能の強化、歩行者ネットワークの形成による回遊性の強化等を

推進し、本市の都心としての拠点性や防災性の向上を図る必要があります。 

＊ さいたま新都心周辺地区については、これまでに都市基盤が整備され、国

の広域行政機能など様々な都市機能が集積しているものの、更なる土地活用

の充実・強化を図るといった課題があります。そのため、平成 26（2014）年

３月に策定した「さいたま新都心将来ビジョン」に基づき、適正な土地利用

転換と活用を促進するとともに、本市の都心としての魅力あるまちづくりを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→大宮駅周辺・さいたま新都心周辺

地区が、新幹線ネットワークと高速

道路ネットワークが結節する広域

交通拠点としての役割を担ってい

くための重要な要素として追記 

 

 

 

 

 

 

 

→大宮駅周辺・さいたま新都心周辺

地区が、新幹線ネットワークと高速

道路ネットワークが結節する広域

交通拠点としての役割を担ってい

くための重要な要素として追記 

 

 

 

計画書P.170～ 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

民間活力を導入して推進する必要があります。 

 

＊ 浦和駅周辺地区については、鉄道高架化により、東西市街地の一体化が図

られましたが、駅周辺の狭あい道路の解消など、都市基盤の整備が遅れてい

るといった課題があります。そのため、市街地再開発事業等により、防災性

の向上を図りつつ、商業・業務、文化・交流、都心居住等の機能充実・強化

に取り組み、本市の都心としてのにぎわいや回遊性を高める市街地の再構築

を推進する必要があります。 

 

 

【目指す方向性】 

「都心」においては、多様で高次な都市機能の充実・強化、「副都心」では、都

心を補完し、各地区の特性に応じた都市機能の集積を図り、良好な住環境や都市

景観の形成を目指します。さらに、広域的な交流を支えるネットワークを充実さ

せ、今後も持続的に都市活力を生み出し、多くの人が集まる交流拠点都市を目指

します。 

【施策】 

（１）都市基盤整備の推進 

１ 東日本の中枢都市としての本市の主たる拠点機能を担う２つの都心（大

宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区及び浦和駅周辺地区）と４つの副都心

（日進・宮原地区、武蔵浦和地区、美園地区、岩槻駅周辺地区）において、

それぞれの位置付けにふさわしい都市基盤の整備を計画的に推進します。 

（２）多様で高次な都市機能の集積 

１ 都市基盤の整備と土地の高度利用・複合利用を推進することにより、都

心においては、多様で高次な都市機能の集積、副都心においては、それぞ

れの地域特性に応じた都市機能の集積を図るとともに、各地区の特性を最

大限活用したにぎわいと交流を生む歩きたくなる都市空間を形成し、多様

な魅力を創出する拠点として育成します。 

（３）広域的な交通施策の推進 

１ 都市活動を支える利用しやすい移動環境を確保し、コンパクトなまちの

形成を図るため、市民を始め、交通事業者、関係行政機関と相互に連携し、

交通に関する課題や目標を共有しながら、ＭａａＳなど、ＩＣＴの活用な

どにより、ハード・ソフトの両面からなる交通施策を総合的かつ戦略的に

推進します。また、軌道系交通網の強化に向けて、浦和美園～岩槻地域の

成長・発展を進めるとともに、地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）の延伸促

進に取り組み、東西交通大宮ルートの導入検討や市内各鉄道の利便性向上

を図ります。 

２ 幹線的な道路の整備を進め、都市活動を効果的に支えることが可能な南

北軸と東西軸からなるネットワークを形成します。 

民間活力を導入して推進する必要があります。また、本庁舎の移転整備に合

わせて、周辺の周辺施設と連携したまちづくりに取り組む必要があります。 

＊ 浦和駅周辺地区については、鉄道高架化により、東西市街地の一体化が図

られましたが、駅周辺の狭あい道路の解消など、都市基盤の整備が遅れてい

るといった課題があります。そのため、市街地再開発事業等により、防災性

の向上を図りつつ、商業・業務、教育・文化・交流、都心居住等の機能充実・

強化に取り組み、本市の都心としてのにぎわいや回遊性を高める市街地の再

構築を推進するとともに、現庁舎跡地本庁舎移転整備後の現庁舎地や市民会

館うらわ跡地など、公共施設の建替え等に合わせた都市機能の再編・適正配

置を行っていく必要があります。 

【目指す方向性】 

「都心」においては、多様で高次な都市機能の充実・強化、「副都心」では、都

心を補完し、各地区の特性に応じた都市機能の集積を図り、良好な住環境や都市

景観の形成を目指します。さらに、広域的な交流を支えるネットワークを充実さ

せ、今後も持続的に都市活力を生み出し、多くの人が集まる交流拠点都市を目指

します。 

【施策】 

（１）都市基盤整備の推進 

１ 東日本の中枢都市としての本市の主たる拠点機能を担う２つの都心（大

宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区及び浦和駅周辺地区）と４つの副都心

（日進・宮原地区、武蔵浦和地区、美園地区、岩槻駅周辺地区）において、

それぞれの位置付けにふさわしい都市基盤の整備を計画的に推進します。 

（２）多様で高次な都市機能の集積 

１ 都市基盤の整備と土地の高度利用・複合利用を推進することにより、都

心においては、多様で高次な都市機能の集積、副都心においては、それぞ

れの地域特性に応じた都市機能の集積を図り、多様な魅力を創出する拠点

として育成します。 

 

（３）広域的な交通施策の推進 

１ 都市活動を支える利用しやすい移動環境を確保し、コンパクトなまちの

形成を図るため、市民を始め、交通事業者、関係行政機関と相互に連携し、

交通に関する課題や目標を共有しながら、ＭａａＳなど、ＩＣＴの活用な

どにより、ハード・ソフトの両面からなる交通施策を総合的かつ戦略的に

推進します。また、軌道系交通網の強化に向けて、浦和美園～岩槻地域の

成長・発展を進めるとともに、地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）の延伸促

進に取り組み、東西交通大宮ルートの導入検討や市内各鉄道の利便性向上

を図ります。 

２ 幹線的な道路の整備を進め、都市活動を効果的に支えることが可能な南

北軸と東西軸からなるネットワークを形成します。 

→本庁舎移転整備の決定を踏まえ

追記 

 

→第１部第３章第２節（１）①都心

《浦和駅周辺地区》目指す方向性に

沿って追記 

 

→本庁舎移転整備の決定を踏まえ

追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→にぎわいと交流を生む歩きたく

なる都市空間の形成に関する内容

を施策（４）に移行 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 質の高い生活空間を提供する都市インフラ 

【現状と課題】 

＊ 本市では、これまで人口減少・少子高齢化、環境問題等、市街地を取り巻

く社会経済状況の変化に対応するため、既存の市街地の再構築・再生、環境

負荷の低減など、質を重視した持続可能なまちづくりへの転換を目指し、取

り組んできました。 

＊ 全国的に人口減少・少子高齢化が進行する中、本市においても、引き続き、

将来的な人口構造の変化や各地区の特性・ニーズを踏まえた市街地整備を推

進するとともに、ＩＣＴ等の利活用を進め、より安全・安心で快適に暮らす

ことができる持続可能なまちづくりに向けて、環境負荷の低減など市街地の

質的な改善と都市機能の向上に取り組む必要があります。 

 

 

 

 

＊ また、市内には、武蔵一宮氷川神社や岩槻城址等の歴史・文化のほか、さ

いたま新都心周辺に代表される新たな街並み、更には様々な伝統行事やイベ

ント等を含めた景観資源が豊富にあります。これらを生かし、都市と自然が

調和した景観を形成していくことが重要です。 

（４）にぎわいと交流を生む居心地のよい都市空間の形成 

  １ 車中心から人中心の空間へと転換を図るため、歩きやすい歩行環境を整

備するとともに、公民連携等で道路等の公共空間の利活用を進めるなど、

居心地が良く歩きたくなる「ウォーカブル」なまちづくりを推進します。 

２ 街なかの回遊性・滞在の快適性、地域イメージの向上のため、公民連携

等により都市部における緑化を推進し、まちの賑わいにぎわいの起点とな

る交流の場や市民の憩いの場を創出するとともに、緑を生かした災害リス

クの軽減を図るなど、グリーンインフラの取組を推進します。 

 

  成果指標 

    ▶都心・副都心における１日当たりの滞在者数 

（民間事業者の統計等）        

現状値 
中間目標 

（令和７年度） 

最終目標 

（令和 12 年度） 

   

 

第２節 質の高い生活空間を提供する都市インフラ 

【現状と課題】 

＊ 本市では、これまで人口減少・少子高齢化、環境問題等、市街地を取り巻

く社会経済状況の変化に対応するため、既存の市街地の再構築・再生、環境

負荷の低減など、質を重視した持続可能なまちづくりへの転換を目指し、取

り組んできました。 

＊ 全国的に人口減少・少子高齢化が進行する中、本市においても、引き続き、

将来的な人口構造の変化や各地区の特性・ニーズを踏まえた市街地整備を推

進するとともに、ＩＣＴ等の利活用を進め、より安全・安心で快適に暮らす

ことができる持続可能なまちづくりに向けて、環境負荷の低減など市街地の

質的な改善と都市機能の向上に取り組む必要があります。 

＊ 本市は、地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）の延伸促進に取り組んでいます

が、中間駅などの新駅設置に伴って新たな市街地形成を進める場合には、豊

かな自然環境との共生を図りながら、質の高い住宅地や駅の利便性を考慮し

た商業・業務機能を計画的に供給していく必要があります。 

＊ また、市内には、武蔵一宮氷川神社や岩槻城址等の歴史・文化のほか、さ

いたま新都心周辺に代表される新たな街並み、更には様々な伝統行事やイベ

ント等を含めた景観資源が豊富にあります。これらを生かし、都市と自然が

調和した景観を形成していくことが重要です。 

→居心地のよい都市空間の形成に

向けた取組を施策（４）として設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→地下鉄７号線中間駅周辺のまち

づくりにあたっての都市的土地利

用について追記 

 

 

 

計画書P.174～ 

※精査中 

参考 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

（略） 

【目指す方向性】 

個性豊かで魅力ある景観を形成し、環境との調和を保ちながら、質の高い生活

環境の提供を目指します。また、誰もが使いやすく、環境負荷が少ない公共交通

優先の交通体系を確立するとともに、安全かつ安定的な水の供給や下水道の普及

など、市民生活を支える基盤を整備します。 

 

 

【施策】 

（１）個性豊かで潤いのある都市空間の形成 

  １ 市民・事業者・行政の協働により、地域の状況に応じた景観に関する誘

導・保全・啓発を行い、個性豊かで魅力ある良好な都市景観形成を図りま

す。 

  ２ 市街地における公共空間の緑化や市民・事業者等による主体的な取組へ

の支援を推進するとともに、市民との協働により緑を創り育て、潤いのあ

る都市空間の形成を図ります。 

  ３ 地域特性や市民ニーズを踏まえた質の高い公園の整備・改修を進めると

ともに、市民や地域が参加する管理運営の促進や Park-PFI の導入を図る

など、公民連携に取り組みます。 

（２）地区の特性や居住ニーズを踏まえた良好な住環境の創出 

１ ユニバーサルデザインや環境負荷の軽減に配慮しながら、各地区の位置

付けや特性を踏まえた都市機能の集積及び良好な住環境の創出に取り組

みます。 

２ 市民の主体的な活動を支援するとともに、事業者や民間団体等の多様な

主体との連携を図り、都市づくりを進めます。また、都市基盤整備を進め

ている地区では、計画的に市街地の形成を図るとともに、長期にわたり事

業化されていない地区では、社会情勢や市民の意見等を踏まえつつ、都市

計画の見直しなど、良好な住環境の形成に取り組みます。 

 

３ 子育て世帯や高齢者向けの高断熱性能を有する等環境負荷の軽減に配

慮した良質な住宅の確保、マンションの良好な居住環境を確保するための

支援、空き家への対応など、住生活を取り巻く環境の変化に対応した住宅

を充実させるとともに、良質な住環境の形成を促進します。 

４ 住宅の確保が困難な市民に対して、公的賃貸住宅のほか、民間賃貸住宅

の活用促進など、住宅セーフティネット機能の向上を図り、居住の安定の

確保に取り組みます。 

５ 市営住宅については、高齢者、障害者、子育て世代など住宅に困窮して

（略） 

【目指す方向性】 

個性豊かで魅力ある景観を形成し、環境との調和を保ちながら、質の高い生活

環境の提供を目指します。また、誰もが使いやすく、環境負荷が少ない公共交通

優先の交通体系を確立するとともに、安全かつ安定的な水の供給や下水道の普及

など、市民生活を支える基盤を整備します。 

 

 

【施策】 

（１）個性豊かで潤いのある都市空間の形成 

  １ 市民・事業者・行政の協働により、地域の状況に応じた景観に関する誘

導・保全・啓発を行い、個性豊かで魅力ある良好な都市景観形成を図りま

す。 

  ２ 市街地における公共空間の緑化や市民・事業者等による主体的な取組へ

の支援を推進するとともに、市民との協働により緑を創り育て、潤いのあ

る都市空間の形成を図ります。 

  ３ 地域特性や市民ニーズを踏まえた質の高い公園の整備・改修を進めると

ともに、市民や地域が参加する管理運営の促進や Park-PFI の導入を図る

など、公民連携に取り組みます。 

（２）地区の特性や居住ニーズを踏まえた良好な住環境の創出 

１ ユニバーサルデザインや環境負荷の軽減に配慮しながら、各地区の位置

付けや特性を踏まえた都市機能の集積及び良好な住環境の創出に取り組

みます。 

２ 市民の主体的な活動を支援するとともに、事業者や民間団体等の多様な

主体との連携を図り、都市づくりを進めます。また、都市基盤整備を進め

ている地区や新たな市街地形成を進める地区では、計画的に市街地の形成

を図るとともに、長期にわたり事業化されていない地区では、社会情勢や

市民の意見等を踏まえつつ、都市計画の見直しなど、良好な住環境の形成

に取り組みます。 

３ 子育て世帯や高齢者向けの高断熱性能を有する等環境負荷の軽減に配

慮した良質な住宅の確保、マンションの良好な居住環境を確保するための

支援、空き家への対応など、住生活を取り巻く環境の変化に対応した住宅

を充実させるとともに、良質な住環境の形成を促進します。 

４ 住宅の確保が困難な市民に対して、公的賃貸住宅のほか、民間賃貸住宅

の活用促進など、住宅セーフティネット機能の向上を図り、居住の安定の

確保に取り組みます。 

５ 市営住宅については、高齢者、障害者、子育て世代など住宅に困窮して

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→地下鉄７号線中間駅周辺のまち

づくりにあたっての都市的土地利

用について追記 
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総合振興計画基本計画 総合振興計画基本計画改定素案（案）※答申からの変更を赤字見え消し 改定のポイント 

いる方が安心して暮らせるよう、老朽化した住宅の建替えや修繕等を計画

的に行い、良質な住宅の供給に取り組みます。 

（略） 

 

いる方が安心して暮らせるよう、老朽化した住宅の建替えや修繕等を計画

的に行い、良質な住宅の供給に取り組みます。 

（略） 

 

 

13


